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取締役 COO    前川 正典（以下、前川） 
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執行役員㈱デイトナ・インターナショナル 代表取締役社長 

     高橋 正博（以下、高橋） 

執行役員 生産統括部長  山本 和人（以下、山本） 

執行役員 デジタルビジネス統括部長   

小野田 剛（以下、小野田）  
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登壇 

 

司会：おはようございます。本日もお忙しい中ご参加いただきまして、ありがとうございます。そ

れでは定刻となりましたので、TSI ホールディングス、2026 年 2 月期通期決算説明会を開催いた

します。 

それでは、よろしくお願いいたします。 

下地（映像）：おはようございます。いつも大変お世話になり、ありがとうございます。これから

2026 年 2 月期通期の決算説明会を行います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

はじめに、当期の全体感からご説明します。 

国内の消費や雇用は、全体としては堅調に推移いたしました。賃上げの動きや政府の経済対策への

期待もあり、消費マインドは底堅く推移しております。一方で、日中関係によるインバウンド、消

費への影響、また中東情勢など先行き不透明な要素もあり、引き続き注意が必要な環境だと認識し

ております。アパレル市場につきましては、秋冬以降の気候が比較的安定したこともあり、全体と

しては堅調に推移いたしました。 
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その中で当社の業績ですが、チャネルやブランドごとに好不調のばらつきはありましたが、営業利

益については構造改革の効果により、大幅な増益となりました。また、デイトナ・インターナショ

ナルとウォーターフロントの連結により、売上高も増収となっております。 

 

では、業績のハイライトです。 

通期累計では、売上高は 1,670 億円、営業利益は 43 億円、純利益は 37 億円となりました。売上

高は連結範囲の拡大により、前期比で増収となりました。また、営業利益は収益構造改革の効果に

より、前期比で約 2.6 倍と大幅な増益となりました。 

一方で、計画に対しては、既存事業の進捗が想定を下回り、売上高、営業利益ともに未達となりま

した。売上高については、デイトナ・インターナショナルとウォーターフロントの連結により増収

となりましたが、既存の主力ブランドの勢いが想定したよりも弱く、また新規顧客の獲得も伸び悩

みました。営業利益は構造改革の効果により前年同期比で大きく伸びていますが、計画に対しては

既存ブランドの売上の弱さが影響してしました。 

純利益については、前期の不動産売却益の反動に加え、当期の減損損失の影響もあり、前期および

計画を下回る結果となりました。 
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次に、業績の内訳についてもう少し詳しくご説明します。 

先ほども申し上げましたが、当期の売上高は 1,670 億円となりました。前期比では 106.7%となっ

ています。一方で、M&A の影響を除いたベースでは 90.4%です。前期には事業撤退や売却を行っ

ており、その影響による減収要因があります。なお、これは営業利益の面ではプラスに働いており

ます。 

一方で、既存事業は全体として弱い動きとなりました。非常に好調なブランドもある中で主力ブラ

ンドの販売が伸び悩んだこと、また自社 EC の回復が遅れていることが主な要因です。加えて、米

国の既存事業では市況の悪化が続いており、減収となっております。 

次に、売上総利益です。売上総利益は 914 億円となりました。既存事業の売上減少により、売上

総利益額は前期比で減少しておりますが、構造改革の効果により売上総利益率は 2.4 ポイント改善

しています。具体的には、仕入先の集約やプライシングの見直しにより、仕入原価率が改善しまし

た。また、前期に進めてきた在庫消化が一巡したことに加え、過度な値引きを抑制できたことも収

益性の改善に寄与しております。 

続いて、販管費です。販管費は 871 億円となりました。前期までに進めてきた構造改革の効果が

出ており、売上が弱い中でも物流費や広告販促費といった主要な費目で効率の改善が見られていま

す。引き続き、適正なコストコントロールを行っていきます。なお、M&A の影響を除いたベース

では、販管費は前期比で 92.1%となっています。 
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続いて、営業利益の増減要因です。 

構造改革による収益改善効果は約 52 億円となっており、順調に進捗しております。しかし、既存

事業の減収影響が大きく、前期比では大幅な増益となったものの、計画の 57 億円には届きません

でした。 

一方で、右側のオレンジのグラフでお示ししているように、営業利益に減価償却費とのれん償却費

を加えた EBITDA ベースで見ますと、前期の 52 億円から当期は 96 億円まで伸びており、実質的

な稼ぐ力は大きく向上いたしました。 
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続いて、純利益への影響項目です。 

営業外損益については、受取配当金や不動産収入、為替差益などにより約 11 億円のプラスとなり

ました。この結果、経常利益は 54 億円となっています。支払利息については、M&A 資金の借入

により増加しております。特別利益では、政策保有株式の売却益を計上しております。また、特別

損失として米国事業におけるのれん減損を計上しています。 

これらの結果、税引前純利益は 61 億円、当期純利益は 37 億円となりました。 
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続いて、貸借対照表についてご説明します。 

まず、現金および預金です。前期末は不動産売却の影響で残高が増加しておりましたが、当期は

M&A などの成長投資や株主還元を進めた結果、期末残高は通常の運転資金の範囲内となっており

ます。 

次に、棚卸資産です。既存事業でいきますと、前期比で 97.8%となりました。在庫効率については

まだまだ改善の余地がありますので、引き続き強化してまいります。 

投資有価証券については、政策保有株の売却を進めており、簿価ベースでは前期末から削減してお

ります。短期および長期借入金については、運転資金および M&A 資金の借入により増加しており

ます。借入にあたりましては、サステナブルファイナンスである、Mizuho Eco Finance を活用し

ております。また、コミットメントラインの設定により、機動的な資金調達が可能となっておりま

す。 

最後に、自己株式です。2025 年 7 月に 120 億円の自己株式取得を実施し、2026 年 1 月末に全数

を消却しております。 
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続きまして、販売チャネル別の売上です。 

百貨店は、前期の事業撤退や退店の影響により前期比 85.3%、百貨店以外でいきますと、デイト

ナ・インターナショナルや既存のメンズカジュアルブランドがけん引し、前期比で 112.6%となり

ました。その結果、国内リアル店合計売上高はプラスの 65 億円、前期比でいきますと 107.2%と

なっています。M&A や事業撤退等を除いた国内リアル店舗の合計の既存店ベースでは 99.6%と、

ほぼ前年並みとなりました。 

国内その他は主に卸売やアパレル以外の事業となりますが、前期事業撤退影響により前期比

86.9%、海外は、米国事業の苦戦が継続していることと、前期事業撤退の影響で前期比 70%となっ

ています。 
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EC 売上についてです。 

国内 EC 売上高はプラス 101 億円、前期比 130%と、9 月から連結したデイトナ・インターナショ

ナルが自社、3rd ともに大きく貢献しました。国内自社 EC 売上高はプラス 18 億円、前期比

112%。デイトナと 12 月から連結したウォーターフロントを除く国内の自社 EC は前期比 80%でし

た。mix.tokyo については、後段のページでお話ししたいと思います。 

海外 EC は、米国の事業撤退と既存事業の減収要因が EC にも波及しまして、前期比 52%となって

います。 
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主力ブランドについてです。AVIREX や下期から連結した FREAK’S STORE は 2 桁増収と、引き続

き好調です。 

FREAK’S STORE は、自社 EC や既存店舗も堅調に推移していることや、独自の販促施策も継続的

に集客につながり、好調に推移しております。AVIREX は、単独ブランドとして売上が初めて 100

億円を突破し、グループをけん引してくれるブランドに成長しています。 

ほかの主力ブランドは、客単価は向上傾向にあるものの、新規顧客獲得や退店などの影響により苦

戦し、課題を残すブランドもございました。 
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好調なブランドについては、トレンドを押さえたヒット商品があり、SNS 戦略強化により認知、

関心を高めて、EC 売上につながる傾向が見られました。Schott は、既存店前期比で毎月 2 桁成長

を継続いたしました。デニムのパンツやトレンド性の高い企画で、足元も好調です。 

FREE’S MART も前期に 4 店舗出店し、売上を拡大しております。ヒット商品などもあり、既存店

も好調です。3 月からはデイトナ・インターナショナルの自社 EC、Daytona Park での取扱いも始

まっており、シナジーの創出はまだこれからですが、新たな販路拡大を進めております。 
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昨年、デイトナ・インターナショナルとウォーターフロントの M&A を発表いたしましたが、今回

新たに東洋エンタープライズと仲間入りすることで合意いたしました。同社は 1940 年代の港商商

会をルーツに持ち、スカジャン文化の先駆者として本物の追求を掲げてきた企業です。 

TAILOR TOYO や BUZZ RICKSON’S といった、ビンテージ素材やカッティングを極限まで再現す

る職人気質なブランド群は、まさにジャパンクオリティの象徴と言えます。 

今回のグループ化により想定される相乗効果として、同社の究極の復刻、文化継承という職人技

と、TSI の多様なブランドポートフォリオをかけ合わせ、他社には真似のできない独自の製品や

mix.tokyo の基盤を生かすことで、これまでの愛好家層に加え、新たな顧客層へアプローチし、販

売チャネルの拡大も見込まれます。 

ポートフォリオとしては重なっておりますが、既存の主力ブランドである AVIREX や ALPHA 

INDUSTRIES との親和性が高く、横連携することでアメリカンカジュアル市場における圧倒的な

シェアを獲得し、日本の誇る品質をグローバル市場へ共同発信していくこともできるかと思いま

す。 

これら多角的なシナジーによって、グループ全体の成長戦略を加速させ、中長期的な企業価値のさ

らなる向上を目指してまいります。 
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mix.tokyo の進捗です。売上推移におきましては、期初から厳しいスタートとなったものの、メン

ズブランドの成長が寄与し、四半期ごとに徐々にキャッチアップしてまいりました。まだ課題は残

しておりますが、認知拡大施策も含めて、再成長に向けた計画を立案中です。 

2 月に開催した全社横断のセールでは、過去最大級の集客と売上を記録いたしました。メンバーズ

の拡大にもつながり、会員登録は 100 万人の大台に達しまして、成長に向けた土台が整ってきて

いると感じております。 
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拡大戦略です。mix.tokyo は 1 周年を迎え、3 月から周年企画を実施しました。店頭では 1 周年を

記念したオリジナルノベルティの配布など、ショップ連動イベントを強化いたしました。今後も認

知向上の施策を継続して強化し、限定アイテムやブランドと連動した企画を複数計画しております

ので、ご期待いただければと存じます。 
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変わりまして、サステナビリティ経営です。直近でいただいた第三者機関による評価についてご紹

介します。 

FTSE の Blossom Japan の Index に選定されました。この指数は、世界最大級の年金基金である

GPIF が投資のベンチマークとして採用しているインデックスです。CDP の評価では、気候変動に

続いて、水セキュリティにおいても B スコアを取得いたしました。 

日経サステナブル総合調査においては、SDGs 経営編で星３つの評価もいただきました。本調査

は、SDGs への取り組みを通じて、事業の持続可能性と社会への貢献度を多角的に評価するもので

す。 

今後も、全てのステークホルダーの皆様とともに、より良い社会の実現に向けたサステナブル経営

を深化させてまいります。 

 

 

2026 年 2 月 18 日に公表した、「一般財団法人 TSI ファッション未来財団」について、設立する

ことを決定いたしました。本財団は当社のためだけではなく、ファッション業界全体の今後を見据

えた社会課題に向き合うために設立するものです。もちろん当社でも社会課題に取り組んでまいり

ますが、今後は財団と両輪で取り組むことで、業界全体に貢献することを目的としてまいります。

詳細は、先日開示しております資料をご覧ください。 
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なお、本財団の設立は、5 月 22 日に開催予定の株主総会における特別決議の承認を条件としてお

ります。 

 

 

構造改革の進捗です。構造改革の改善効果としては、25 年 2 月期と比較して通期で約 52 億円の改

善効果と試算しております。25 年 2 月期は約 23 億円の改善効果がありましたので、2 年で約 75

億円の改善効果を見ております。今期においても検証と見直しを繰り返しながら、最大限の効果を

追求してまいります。 
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今期通期損益計画です。売上高は、既存事業の成長や M&A2 社の貢献などにより 2,000 億円、前

期比で 119%の見込みです。営業利益は、上記に加え、収益構造改革の効果によりそれが最大化

し、75 億円、前期比で 173%といたしました。なお、経常利益は 72 億円、当期純利益 77 億円の

見込みでございます。 

 

23copyright © 2026 TSI HOLDINGS CO., LTD. All right reserved.

売上高

営業利益

1,670億円
2026年2月期実績

経常利益

当期純利益 37億円

43億円

2027年2月期計画

54億円

増減額

＋329億円

増減率

＋19.7％

+32.3％

(利益率：2.5%)

(利益率：2.3%)

(利益率：3.2%)

(前期比：106.7%)
2,000億円

77億円

(利益率：3.7%)

(利益率：3.6%)

(前期比：119.7%)

+31億円

+17億円

+73.4％

＋39億円 ＋103.0%
(利益率：3.8%)

75億円

72億円

2025年2月期実績

1,566億円

152億円

16億円

20億円

(利益率：1.0%)

(利益率：9.7%)

(利益率：1.3%)

(前期比：100.8%)

2027年２月期通期損益計画
2027年２月期通期 連結業績予想

売上高は、既存事業の成長やM&A２社の通期貢献等により 2,000億円 / 前期比+19.7%。
営業利益は、上記に加えて収益構造改革の効果発現により 75億円 / 前期比+73.4%。
なお、経常利益は 72億円 / 前期比 +32.3％、当期純利益 77億円の見込み。
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当初掲げた TIP27 の目標に対する見込みについてご説明いたします。 

売上高は、M&A の貢献などにより当初計画を上回る見込みです。しかし、足元の既存事業の売上

高が落ち込んでいる状況を鑑みて、営業利益および営業利益率は修正しております。 

当期純利益については当初目標の 77 億円を据え置いておりますが、こちらは従前から進めている

持合株式のさらなる縮減を見込んでおります。加えて、同日に発表しました、株主還元の一環とし

て自己株式の取得をしてまいりますことと、特別配当を含めました 1 株当たり配当を高めること

で、KPI 指標であります ROE と DOE も当初目標を目指すものであります。 

以上の結果、営業利益と営業利益率は未達であったものの、それ以外の指標は達成する計画として

おります。 
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営業利益に係る補足の説明をいたします。 

営業利益は、2026 年 2 月期の実績に対し、既存事業の成長と構造改革のさらなる効果等を増益要

素として織り込み、75 億円といたしました。 

TIP27 の最終目標とした 100 億円から減益となった要因として、既存事業の売上目標が当初計画か

ら約 100 億円程度の下振れをしており、一定程度は復調するものの、十分な水準までの回復を見

込めていない状況です。それに伴い、売上総利益ならびに営業利益を下方修正いたしました。一方

で、構造改革の効果は TIP27 の計画にほぼ到達する見込みでございます。 
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TIP27 の 3 カ年におけるキャッシュの創出と資源配分を更新しました。 

TIP27 策定から 2 期経過した実績は、キャッシュの創出において、既存事業の売上減少に伴い、営

業キャッシュフローは減少しているものの、投資不動産や投資有価証券の売却が大きな増加要因と

なっています。加えて、成長投資のため、外部借入も計画を上回って実行いたしました。 

資源配分は、成長投資として主に M&A を積極的に推進し、株主還元も自己株式の取得も含めて強

化しております。今期も加えた 3 期累計では、930 億円規模の創出、配分の見込みです。 
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株主還元、配当予想についてです。 

配当の基本方針として、配当性向 30%以上を指標としております。また、TIP27 の期間中は特別配

当を加えることも公表しておりました。 

今期は、基本配当で 55 円、配当性向は 41%、特別配当の 15 円を加算することで合計 70 円、配当

性向は 53%とすることにいたしました。 

基本配当については毎期増配となっております。過去最高水準となるとともに、目標としていた指

標の DOE4%を達成する見込みです。 
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今回、自己株式の取得も発表しております。 

TIP27 の期間で当初 100 億円以上を目標としておりましたが、今回の取得により 3 年間で 200 億

円規模となりました。別途公表しております TSI ファッション未来財団の設立に伴い、発行済み株

式総数の 0.99%にあたる 63 万株を割り当て、残りの部分は来年 1 月に消却予定です。 
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今期に向けてです。 

国内外において、社会環境の不確実性が非常に増しており、そのような状況の中で選ばれるブラン

ドは、明確な個性、コンセプト、楽しさを持つブランドであると思います。われわれのビジネスに

おいてはそこを重点的にさらに磨いていきたいと考えますし、売る力の強化が今後の成長の鍵であ

り、TSI グループに新たに参加した仲間たちとともに、ものづくり、販売の両輪をさらに磨いて、

本当の意味でのリテーラーとしての本質を追求してまいります。 

そして、働く場所として選ばれ続ける会社を目指し、経営層と社員の対話の機会をもっともっと増

やし、社員が安心して挑戦し、誇りを持って働き続けられる環境づくりを推進してまいります。既

存事業、成長投資、株主還元の全てを強化し、企業価値の向上を図ってまいります。 

 

 

「ファッションエンターテインメントの力で、世界の共感と社会的価値を生み出す。」TSI ホール

ディングスは、企業価値の向上とお客様からの信頼をさらに高め、成長していくための足場をしっ

かりと築く会社になりたいと考えております。 

これからますます世界に出ていくためにも、しっかりと企業力を蓄え、発信してまいりたいと考え

ておりますので、今期もどうぞよろしくお願いいたします。 

ありがとうございました。  
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